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Ⅰ．はじめに 
 １．計画策定の背景 

河川区域内のプレジャーボートは、洪水流下の阻害、護岸への係留杭設置や

船舶が流失した場合の河川管理施設等への損傷、河川工事の実施の支障のほか、

油漏れによる水質事故の発生、一般公衆の自由使用の妨げ、騒音の発生、景観

の阻害等、さまざまな面で河川管理上の支障を引き起こしているところである。 
（資料１） 

 
 

 梯川では、昭和４６年の国直轄管理以前より、河口部（～１.２ｋ）が漁港区域

であるため、河川内に漁船等が多数係留されていたが、昭和６２年に安宅漁港が

整備されたことにより漁船は同漁港に移動した。しかし、プレジャーボートは河

川内に残り現在に至っており、梯川の無許可係留船は、平成２２年度時点で１５

６隻が確認され、河岸に桟橋等を設けて係留しているものが多い状況である。 
 
 
これまで、無許可係留に対しては警告看板を現地に設置するとともに、新規の

桟橋等を発見した時には撤去するよう指導を行っているが、梯川周辺では恒久的

な係留施設が整備されていないことから抜本的な解決に至っていない。 
 また、今後の河川改修で低水路を拡幅する河口付近（1.0ｋ～2.0ｋ）に無許可

係留船が多く散在しており、河川工事実施の支障となっているが、プレジャーボ

ートの係留・保管施設が周辺にはないため、一挙に強制的な撤去措置を実施する

ことが困難な状況となっている。                （資料２） 
 
 
これらに対処し、実効ある対策を計画的に講ずるため、「計画的な不法係留船

対策の促進について」（Ｈ１０．２．１２建設省河政発第１６号）の河川局長通

達により、本計画を策定するものである。 
 
 
２．無許可係留船の現状等 
（１）係留施設の現状等 

石川県内の無許可係留船は、「平成２２年度プレジャーボート全国実態調

査結果」によると次のとおりである。 
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地 区 別 平成１８年度 平成２２年度 
加賀地区 ３９７隻 ３４５隻 
金沢地区 ２８７隻 ４隻 
中能登地区 １７２隻 ２８１隻 
奥能登地区 １９４隻 ２４２隻 
合  計 １，０５０隻 ８７２隻 
 
金沢地区は、平成２０年ウォーターフロントパーク金沢の整備により不法係

留船の受け入れが可能になり、犀川・大野川水系水面利用調整協議会により重

点的撤去区域を指定し、大幅に減っている。          （資料３） 
 
無許可係留船対策は石川県内の河川において共通の問題であり、加賀地区の

大聖寺川では平成２２年より加賀地区プレジャーボート対策連絡協議会で検

討しているが、抜本的な解決を図るには至っていない。 
また、小型船舶の登録等に関する法律(H13.7.4)の施行により、これまで 5

トン未満の船舶に登録制度がなかったが、平成 17 年 3 月 31 日までに全ての船

舶に登録が義務付けられた。このため全ての小型船舶の所有者が特定可能とな

ったが、現時点では各河川の無許可係留船対策は係留施設の整備が進まない中、

具体策がない状況である。 
 
 
（２）梯川の現状 

平成２２年度のプレジャーボート全国実態調査より梯川では１５６隻の

無許可係留船が確認されており、係留形態としては河岸に桟橋等を設けて係

留しているもの、河岸等に杭等を打込み、ロープで係留しているものがある。 
 
＜梯川における無許可係留船の推移、現状＞            （資料４） 
平成１１年度 平成１４年度 平成１８年度 平成２２年度 
１９２隻 １９１隻 １９３隻 １５６隻 
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Ⅱ．重点的撤去区域の設定に係る年次計画及び同区域における無許可係留船の強

制的な撤去措置に係る年次計画 
１．重点的撤去区域の設定の基本的な考え方 
河川管理者が無許可係留船対策を適正に実施するため、重点的に強制的な撤

去措置を執る必要があると認められる河川の区域（以下「重点的撤去区域」と

いう。）を次の観点から設定するものとする。          （資料５） 
（１） 流路特性 

洪水時等に流水の流下を阻害する区域及び狭窄部、水衝部、湾曲部、合流

で渦流が発生している区域 

 

（２） 河川管理施設等 

水門や橋梁の管理施設付近の区域 

 

（３） 環境保全 

住宅近傍地でゴミの不法投棄、騒音等により環境の悪化が懸念される区域 

 

（４） 高水敷土地利用等 

自然環境が豊かで保全する必要がある区域及び公園など高水敷の公共性

を確保する必要がある区域 

 

（５）河川工事等 

  河川改修工事が早期に予定される区域及び流下能力が足りない区域  
 
 
２．暫定係留区域の設定の基本的な考え方 
（１）河川管理者は適正な河川管理を行うため、恒久的な係留・保管施設の整

備が進まない現状の中、洪水時等における治水上支障となるおそれが少なく、

かつ、河川環境の保全上比較的問題が少ない場所について、暫定的な係留施

設の設置が可能な河川の区域（以下「暫定係留区域」という。）を設定する

ものとする。                       （資料６） 
 
 （２）暫定係留区域は、石田橋から城南橋までの左岸と城南橋から北陸自動車

道梯川橋までの右岸を設定するものとする。 
 
３．規制措置の進め方 
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（１）規制措置を効率的に実施するためには、事前にプレジャーボートの所有

者のみならず、関係機関や関係団体等に重点的撤去区域を広く周知するこ

とが必要である。 

このためには、水域管理者(河川、漁港)、小松市、船舶所有者団体が一

体となり、看板の設置など種々の方法を活用し、積極的に広報や周知活動

を行うものとする。 

 
４．重点的撤去区域の設定に係る年次計画及び同区域における無許可係留船の

強制的な撤去措置に係る年次計画 
（１）安宅漁港の活性化計画による漁港内へのプレジャーボートの受け入れ可

能状況と、整備する暫定的な係留施設の進捗状況を見ながら、上記１．（１）

～（５）により、無許可係留船が確認されており河口部より小松大橋付近ま

での約３.０km の区間で、平成 27年度を目処に暫定係留区域を除き重点的撤

去区域として河川管理者が設定するものとする。 

 

（２）今後も無許可係留船の実態を調査し、必要な区間を順次、重点的撤去区

域として拡大するものとする。 

 

（３）強制的な撤去措置は、重点的撤去区域内の無許可係留船・工作物につい

て、所有者の確認作業を進め、所有者が確認出来たものから順次、移動や撤

去を促し、必要に応じて河川法に基づく監督処分や行政代執行法に基づく行

政代執行の措置等を実施していくものとする。        （資料７） 

 

－参考図－ 
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Ⅲ．暫定係留区域における暫定的な係留施設の設置に係る年次計画 
１．暫定的な係留施設の整備に係る基本的な考え方 

  全ての無許可係留船を収容できる恒久施設が整備されるに至っていない状

況の中で、恒久施設が整備されるまでの当面の間、安宅漁港内に入れない船舶

に対して、暫定係留区域に適切な係留施設構造で適切な管理方法により水面係

留せざるを得ない状況である。 

  暫定的な係留施設は、占用主体となる小松市に河川法第２４条、第２６条第

１項の許可を与え施設整備を図ることとする。また、河川区域と漁港区域が重

複する区域は、小松市漁港管理条例第１２条第１項に基づく承認手続を行う。                            

（資料８） 
 

２．暫定的な係留施設の整備に係る年次計画 

  暫定的な係留施設の整備は、河川管理者が行う低水護岸工事施工後または同

時に平成２５年度以降順次進める。               （資料９） 

 
 
Ⅳ．恒久的係留・保管施設の整備に係る年次計画 
１．恒久的係留・保管施設の現状 

プレジャーボートの係留保管施設については、現在梯川周辺にマリーナ等は

なく、安宅漁港に若干余裕がある程度で、１５６隻のプレジャーボートを収容

する施設が必要な状況である。 

なお、漁港管理者である小松市では、安宅漁港活性化計画を検討しており、

その中で漁港内の陸上保管も含め係留可能な隻数を検討している。 

  

２．恒久的係留・保管施設の整備に係る基本的な考え方 

現時点で梯川において考えられる恒久的係留・保管施設としては、安宅漁港

が考えられ、安宅漁港活性化計画により、施設整備を図るものとする。 

  また、安宅漁港周辺での恒久的係留・保管施設の整備については、「梯川水

面利用調整会議」を通じて検討していくものとする。 

 

３．恒久的係留・保管施設の整備に係る年次計画 

  安宅漁港活性化計画の施設整備年次計画により整備を図っていくものとす

る。                            （資料１０） 
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Ⅴ．その他 
１．関係者への広報啓発活動計画 
河川利用の秩序の確立や係留・保管の適正化を図るためには、プレジャーボ

ート所有者の自己責任の原則を前提にしながら、河川利用のルールやマナーの

遵守等について、意識の啓発活動を行っていく必要がある。 
このため、無許可係留船の所有者に対するチラシやパンフレットの作成・配

布、行政広報誌等を利用したＰＲ等により、安宅漁港内や暫定係留箇所への移

動を促すものとする。 
 
２．計画推進のための体制整備 
梯川水面利用調整会議を活用して、行政、警察機関、地元、漁業関係者、利

用者団体等が情報交換や連絡調整を行い、連携協力しながら横断的な対策を講

じていくこととする。

 

不法係留船対策 

警察 

石川県 

小松市 

北陸信越運輸局 

河川管理者 

漁港管理者 

地元町内会 

漁協協同組合 

NPO 小型船安全協会 

船舶係留者 

梯川水面利用調整会議 

係留・保管の適正化 
河川利用の秩序の確立 

治水安全度の向上 

措置規制 

・重点的撤去区域の設定 

・規制措置の周知徹底 

 

係留・保管施設 

・安宅漁港への誘導 

・暫定係留箇所への誘導 

自己責任の徹底 

・受益者負担の原則 

・マナー・ルール遵守 

・賠償責任保険への加入 

河川利用の秩序の確立 

・河川法許可条件の徹底 

 


